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【第 219 回国会】令和７年 11 月 10 日（月）、第３回の委員会が開かれました。 

 

１ 予算の実施状況に関する件 

・高市内閣総理大臣、茂木外務大臣、片山財務大臣、松本文部科学大臣、上野厚生労働大臣、鈴木農林

水産大臣、赤澤経済産業大臣、金子国土交通大臣、小泉防衛大臣、黄川田国務大臣、城内国務大臣及

び小野田国務大臣に基本的質疑を行いました。 

（質疑者）馬淵澄夫君（立憲）、大串博志君（立憲）、重徳和彦君（立憲）、西村智奈美君（立憲）、おお

つき紅葉君（立憲）、川内博史君（立憲）、今井雅人君（立憲）、中司宏君（維新）、斎藤アレ

ックス君（維新）、梅村聡君（維新）、長友慎治君（国民）、森ようすけ君（国民） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

馬淵澄夫君（立憲） 

 

（１） 議員定数削減 

   ア 「自由民主党・日本維新の会 連立政権合意書」（連立合意）に基づく今国会での議員定数削減法

案が幅広い政党からの賛同、合意がなくても提出する考えがあり得ることについての高市内閣総理

大臣の見解 

イ 議員定数削減について連立合意以外には現時点で決まったものがないことの確認 

ウ 鈴木自由民主党幹事長のテレビ番組における今国会の会期末までに各会派の理解を得て具体的な

ところまで決め切るのは難しいとの発言に対する高市内閣総理大臣の受止め 

エ 議員定数削減法案が成立しなくても今国会に提出すれば連立合意に反しないとする考えに対する

高市自由民主党総裁としての見解 

   オ 連立合意にある議員定数一割削減は、小選挙区比例代表並立制導入時から現在まで維持されてき

た小選挙区と比例代表を六対四とする定数比率に従って削減すべきとの意見に対する高市自由民主

党総裁としての見解 

（２） 「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（骨太方針）における財政健全化目標 

ア 高市内閣総理大臣の７日の本委員会における答弁は、2025 年度から 2026 年度を通じてプライマ

リーバランス（ＰＢ）黒字化を目指すとした目標を取り下げることとする理解の当否 

イ 数年単位でバランスを確認することとこれまでの中期的な経済財政運営計画との相違点 

ウ 数年単位でバランスを確認する場合の手法及び単年度でのチェックの有無 

エ 債務残高の対ＧＤＰ比を引き下げていく過程における債務の定義 

オ 責任ある積極財政を進める上で許容される名目ＧＤＰの成長率、金利水準及び許容されるＰＢの

赤字幅についての高市内閣総理大臣の見解 

カ 高市内閣総理大臣が掲げる責任ある積極財政とは名ばかりで来年６月の骨太方針まで財政の目標

数値を定めず投資を推進することは無責任であるとの批判に対する同総理大臣の見解 

キ 数年単位でバランスを確認する方策を令和８年１月に内閣府から中長期の経済財政に関する試算

を公表する時に併せて明らかにする必要性 

ク 数年単位でバランスを確認する方策や許容されるＰＢの赤字幅が分からないまま予算編成し投資

を求めるような積極財政は危険であるとの批判に対する高市内閣総理大臣の見解 

（３） 短期の物価高対策として、低所得者向けの現金給付を行わないこと及び連立合意に基づく飲食料品

の消費税率ゼロ％を実施する予定時期に対する高市内閣総理大臣の見解 

 

大串博志君（立憲） 

 

（１） 存立危機事態 
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   ア 台湾有事に関して武力行使が行われれば存立危機事態になり得るとの７日の本委員会における高

市内閣総理大臣の答弁が報道で大きく取り上げられている状況についての同総理大臣の所感 

イ 国名、地域名、事態及び状況を具体的に話した当該答弁を修正すべきとの意見についての高市内

閣総理大臣の見解 

ウ 当該答弁を取消し又は撤回することについての高市内閣総理大臣の見解 

エ 台湾有事に関して戦艦を使用して武力行使を伴うものであれば存立危機事態になり得るケースと

する当該答弁を高市内閣総理大臣が取消し又は撤回をしないことについての小泉防衛大臣の認識 

オ 台湾有事に関して戦艦を使用して武力行使を伴うものであれば存立危機事態になり得るケースと

することについて政府の統一見解として明確にすべきであるとの要請 

（２） 政治資金問題 

ア 党や政府の要職に就任させた裏金議員の人事を見直すこと及び政治とカネの問題への真摯な反省

の有無についての高市内閣総理大臣の見解 

イ 自由民主党で裏金問題を二度と繰り返さないために具体的に行う取組 

ウ 企業・団体献金 

ａ 連立合意で高市自由民主党総裁の任期中に結論を得るとされた企業・団体献金の取扱いについ

て結論の意味に対する高市内閣総理大臣の見解 

ｂ 総裁任期の間に自由民主党と日本維新の会の間で企業・団体献金の取扱いについて結論を得る

ことが目標であることの確認 

ｃ 企業・団体献金の受け手を党本部と都道府県連に限定する野党の法案が提出された場合、与党

も一緒に前に進めるべきとする提案に対する高市内閣総理大臣の見解 

（３） 防衛費の対ＧＤＰ比２％への増額を今年度中に前倒しする方針において、原則としてその財源を借

金で賄うことはしないことについての高市内閣総理大臣の見解 

 

重徳和彦君（立憲） 

 

（１） ガソリン及び軽油にかかるいわゆる暫定税率廃止 

ア 11月５日のガソリン及び軽油にかかるいわゆる暫定税率廃止の与野党６党での合意は野党提出法

案から始まった大きな政策転換であり、この野党の結束を端緒とする新しい政策決定プロセスにつ

いての高市内閣総理大臣の受止め 

イ 公党間の合意は必ず守るという高市内閣総理大臣による宣言の要請 

ウ 暫定税率廃止に伴う安定財源確保に当たり、徹底した歳出改革等の努力による財源捻出を前提と

するなど増税以外に求めることとして与野党合意したことは従来の財源論に風穴を開けたものとす

る意見についての高市内閣総理大臣の見解 

エ 安定財源確保に当たり野党が一致して税収増の一部を活用する余地があるとしたことに対して安

定財源に該当するのか分からないとする片山財務大臣の答弁や従来の財務省の考え方に存在する壁

を破る必要性 

オ いわゆるガソリン税及び軽油引取税の暫定税率廃止による影響額 1.5 兆円のうち歳出削減等によ

り賄う予定額 

カ 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（沖縄復帰特別措置法）に基づく沖縄県内のガソリン価

格の軽減措置 

 ａ ガソリン及び軽油の暫定税率の廃止に伴い、沖縄県でのガソリン価格の軽減措置を引き下げる

ことがないようにすべきとの意見についての高市内閣総理大臣の見解 

ｂ 軽減措置の内容は与野党協議の場で合意して１リットル当たり７円を維持することについての

片山財務大臣の見解 

キ 軽油引取税の暫定税率が令和８年４月１日に廃止となる影響を受ける地方の財源は国が責任を持

つとの高市内閣総理大臣からの宣言の要請 
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（２） 物価高対策は地方任せにせず国主導で行う必要性及び給付を行う考えの有無についての高市内閣総

理大臣の見解 

（３） 消費税減税 

   ア 連立合意された飲食料品の消費税減税について高市内閣総理大臣が選択肢として排除はしない旨

の答弁をする真意 

   イ 物価高対策として消費税率の引下げを迅速に行う場合に、それが出来ないものと考えるレジシス

テムの改修に時間がかかること以外の理由 

ウ 飲食料品の消費税減税へ向けて多党間の協議の場を設けて議論することに対する高市内閣総理大

臣の見解 

（４） 自動車に関する米国の関税措置について一刻も早く関税率を減らしていく交渉を重ねるべきである

こと及び自動車取得時の自動車税環境性能割を廃止するべきであることについての高市内閣総理大臣

の見解 

 

西村智奈美君（立憲） 

 

（１） 北朝鮮による日本人拉致問題解決に向けて日朝首脳会談を行う際は、いかなる前提も置かずに交渉

に臨む必要性 

（２） 「外国人による奈良のシカへの暴行」発言 

ア 高市内閣総理大臣が自由民主党総裁選挙時に、外国人の観光客が奈良のシカを蹴り上げる等の行

為は行き過ぎている旨の発言をした根拠 

イ シカへの加害行為を外国人だけの問題として発言することへの懸念に対する高市内閣総理大臣の

見解 

ウ 当該発言は過去に日本人が奈良のシカに更に明白にひどい暴行をした事例を承知した上でのもの

であることの当否 

   エ 最近のＳＮＳにおいて不確かな情報や外国人を攻撃する内容が飛び交っている懸念に対する高市

内閣総理大臣の認識 

   オ 不確かな情報に基づき特定の属性を攻撃する現状がある中、権力者である内閣総理大臣が外国人

のことについてだけ発言をしたことは不適切であり当該発言を撤回する必要性 

（３） 選択的夫婦別氏制度 

ア 選択的夫婦別氏制度を法制化後、同制度に反対の高市内閣総理大臣が想定している日常における

具体的な混乱事例 

イ 同制度はダイレクトメール業者が困るとする高市内閣総理大臣の発言の真意及び夫婦別氏に特有

の問題としての該当性 

ウ 高市内閣総理大臣が指摘する保育園でのお迎えの際に混乱するとの説明は、本質的に同制度に反

対する理由にはならず不適切とする意見に対する同総理大臣の見解 

エ 通称使用の拡大が同制度を不要とする理由には当たらないとの認識に対する高市内閣総理大臣の

見解 

オ 連立政権において選択的夫婦別氏制度の検討を進めるに当たって、通称を戸籍に書き込むとする

日本維新の会提出の旧姓使用に関する法案の内容がほぼ踏襲されるとの理解の正否 

カ 戸籍に旧姓を記載する方法をめぐる高市内閣総理大臣の連立政権合意書署名時の認識 

 

おおつき紅葉君（立憲） 

 

（１） 11 月８日の北海道視察時の黄川田国務大臣の発言 

ア 北海道根室市の納沙布岬から北方領土を視察した際に、「一番やっぱり外国に近い」と発言した黄

川田国務大臣の真意 
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イ 黄川田国務大臣の発言が北方領土をめぐる外交に与える影響及び当該発言の後にロシア政府との

協議の有無 

ウ 北方対策を担う大臣の発言の重み及び元島民や地元の人々の気持ちに対する高市内閣総理大臣の

認識 

（２） 農業政策 

   ア いわゆるお米券による支援 

ａ 検討されているお米券としても使用できる重点支援地方交付金の拡充の目的が、物価高への一

時的な支援又は農家の継続支援であることについての高市内閣総理大臣の見解 

ｂ 重点支援地方交付金の推奨事業メニューにお米券による支援が追加されることが現在検討中で

あることの正否 

ｃ 参議院議員通常選挙で自由民主党が公約した国民一人当たり２万円等の給付金からお米券の検

討に変わったわけではないことの正否 

   イ 米農家に対する所得補償 

ａ 石破前内閣総理大臣が検討中とした米農家の所得補償体系づくりについての方針を高市内閣総

理大臣が継承する意向の有無 

    ｂ 米農家に対する所得補償を再生産可能な所得補償制度として確立する意向の有無 

   ウ 米の価格高騰 

ａ 11月５日の本会議の代表質問に対する答弁で米の価格の高止まりは需給要因と業者間の競争が

続いたことが要因であるとした根拠 

ｂ 米が足りているにもかかわらず、米の価格が高い理由及び今後の政府方針 

ｃ 11 月５日の本会議の代表質問に対する答弁で述べた「生産者の再生産が可能で、かつ、消費者

にも理解が得られるような価格水準」についての具体的な価格 

ｄ 米の安定供給のために、高市内閣総理大臣が考える米価の見通しを判断して対策を講じるべき

時期 

エ 食料安全保障 

ａ 連立合意に基づく植物工場への大規模投資について、地域農業支援との整合性を図る方法及び

技術主導の集中投資と地域農業支援や中山間地域支援とを棲み分ける方法 

ｂ 食料安全保障のため食料の供給を国が戦略的に守る法制度を整備する意向の有無 

   オ 基幹的農業従事者が減少する中、高市内閣総理大臣が代表質問に対する答弁で述べた再生産可能

な価格水準に係る考え方及び農地、住宅、教育を一体で同従事者を支援する仕組みを構築する意向

の有無 

   カ 食料安全保障を支える技術や担い手対策、環境再生型農業に取組む現場に足を運んで欲しいとの

要望に対する高市内閣総理大臣の見解 

   キ 飼料用米 

ａ 国産飼料を守る観点からの産地交付金の拡大と飼料の自給率を維持するための長期的な方針に

ついての鈴木農林水産大臣の見解 

    ｂ 水田活用交付金の対象から飼料用米を外すことは問題だとの指摘に対する高市内閣総理大臣の

見解 

   ク 一貫した未来志向の農政に向けた農業政策予算の拡大の覚悟についての高市内閣総理大臣の見解 

 

川内博史君（立憲） 

 

（１） 11 月９日に政治団体ＮＨＫから国民を守る党の立花党首が逮捕されたとの報道に対する高市内閣総

理大臣の受止め 

（２） 公益通報者のいわゆる三号通報（役務提供先、行政機関以外への通報）は公益通報者保護法の対象

ではないとした齋藤兵庫県知事の発言 
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ア 齋藤知事の当該発言の撤回に係る事実確認 

イ 政府として兵庫県に対する技術的助言等のみではなく、齋藤知事に発言を訂正するよう指導すべ

きとの意見に対する高市内閣総理大臣の見解 

（３） 森友学園問題 

   ア 遺族から受領した手紙の閲読の有無及び同手紙に対する高市内閣総理大臣の所感 

イ 10月３日に国土交通省大阪航空局が公表した大阪府豊中市の森友学園用地であった土地に存在し

た地下埋設物についての報告書 

ａ 平成 28 年の森友学園に対する国有地売却時と今回調査時のそれぞれにおける、地下埋設物の量

及び撤去、処分費用の見積り 

ｂ 今回調査の結果を受けて、平成 28 年当時の見積りが慎重な調査検討を欠いていたと認識し明言

すべきとの指摘に対する金子国土交通大臣の見解 

ｃ 国土交通省に対し当時の見積りが慎重な調査検討を欠いていたと認めるよう指導すべきとの意

見に対する高市内閣総理大臣の見解 

ｄ 検察の捜査や会計検査で判明しなかった地下埋設物の量が平成 28 年の見積りの４分の１であ

ったことが今回調査で明らかになったため、新たな事実として認めるべきとの意見に対する高市

内閣総理大臣の見解 

ウ 11 月５日の参議院本会議において、遺族からの開示請求については財務省においてできる限りの

対応をすべきと高市内閣総理大臣が答弁で述べたとおり、同総理大臣が同省に対する指示を出した

事実の有無 

エ 開示された文書の中に、いわゆる貸付通達を理由に森友学園側に予定価格を伝えたことは法令解

釈の誤りだと財務省理財局が近畿財務局に指摘をしたやり取りが存在していることの事実確認 

オ 債権管理法に基づく近畿財務局から国土交通省大阪航空局への債権発生通知 

ａ 債権発生通知書に評価調書が添付されておらず、作成もされていなかったことの事実確認 

ｂ 近畿財務局から受領した債権発生通知書に評価調書が添付されていないことを国土交通省が認

識した時期 

カ 手続に適正を欠く部分があったとの会計検査院からの指摘を踏まえ不備を認めるべきとの意見に

対する片山財務大臣の見解 

 

今井雅人君（立憲） 

 

（１） 質問通告に関するいわゆる２日前ルールの不存在について事実関係を確認し、事実であれば誤情報

を発信した外務副大臣を指導する必要性 

（２） 消費税減税 

ア 食料品の消費税ゼロについて前向きに検討することに対する高市内閣総理大臣の見解 

イ 高市内閣総理大臣が内閣が替わったのでプライマリーバランスの目標達成年度を単年度から複数

年度に見直すと表明したように、消費税の政策も自身の判断で変更すべきとの意見に対する同総理

大臣の見解 

（３） 防衛増税 

ア 積極財政で成長を促すとしながら所得税を増税し防衛費に充てることは不適切との意見に対する

高市内閣総理大臣の見解 

イ 高市内閣は国民のために防衛を強化するのだから増税を認めてほしいとの主張であるとの理解の

当否 

（４） 議員定数削減 

ア 小選挙区は大政党が当選しやすいため、比例代表のみの定数削減は少数政党に不利になることに

ついての高市内閣総理大臣の認識 

イ 議員定数削減について、理不尽に潰されるなら解散したらいいとの日本維新の会の藤田代表の発
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言は、解散が総理大臣の専権事項であることからもおかしいとの意見に対する高市内閣総理大臣の

見解 

ウ 連立合意における定数一割削減について、まず選挙制度全体を議論した中でどの程度の議員定数

を減らせるか結論を得ることをすべきとの意見に対する高市内閣総理大臣の見解 

エ 高市内閣総理大臣が 11 月７日の本委員会で、衆議院議長が議院運営委員会に議員定数を議論する

新しい組織を設置すると述べた答弁は、既存の選挙制度に関する協議会の中で議員定数についても

議論することとなるので誤解との指摘に対する同総理大臣の見解 

（５） 日米関税交渉 

ア 高市内閣総理大臣は自由民主党総裁選挙時に、米国との関税の再交渉も検討するとしていたが、

就任後の再交渉の有無 

イ 米国への 80 兆円の投資が国益にかなっていることを国会で検証するために、情報を可能な限り開

示することの要望 

（６） 領土問題 

ア 竹島の重要性についての高市内閣総理大臣の見解及び日韓首脳会議における竹島問題についての

言及の有無 

イ 竹島の日（２月 22 日）の式典に閣僚が出席すべきとの高市内閣総理大臣の考えは、就任後も変わ

らないことの正否 

（７） ノーベル平和賞 

ア トランプ米国大統領の核実験の指示を出したことを受け、実際に核実験が行われることに対する

唯一の被爆国としての高市内閣総理大臣の見解 

イ 高市内閣総理大臣がトランプ米国大統領をノーベル平和賞に推薦した場合は公表する必要性 

 

中司宏君（維新） 

 

（１） 高市内閣総理大臣の政治姿勢及び基本的な考え方 

ア 日本維新の会との連立政権の意義 

イ 高市内閣総理大臣が後世に残したい仕事 

ウ 戦後 80 年という節目に就任することに対する高市内閣総理大臣の受止め 

エ 戦没者の遺骨収集に対して課せられた使命についての高市内閣総理大臣の見解 

オ 台湾有事の場合は存立危機事態が認定され得るとの認識についての高市内閣総理大臣の見解 

（２） 自由民主党と日本維新の会の連立合意に基づく政策 

ア 連立合意内容については覚悟を持って遵守するとの高市内閣総理大臣の決意 

イ 東京一極集中から多極分散型に国の形を変えていくために副首都を定めることに対する高市内閣

総理大臣の見解 

ウ ドイツの連邦制のように地方分権を進め、多極分散型の国家を実現することについての高市内閣

総理大臣の見解 

エ 政府効率局の設置等による歳出改革にかける片山財務大臣の決意 

オ 外国人の土地取得規制に取り組む小野田国務大臣の決意 

 

斎藤アレックス君（維新） 

 

（１） 電気・ガス料金に対する負担軽減策が提出予定の令和７年度補正予算に盛り込まれる見込みの有無

及び給付付き税額控除の実現のためにマイナンバーカードを活用した給付システム構築を一層加速す

る必要性 

（２） 中長期的な物価安定に向けて高市内閣総理大臣が日本銀行に期待する役割 

（３） 高校教育の質向上のため、国が提示するグランドデザインに沿って都道府県が策定する計画に基づ
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く取組を支援する交付金の仕組みを早期に実現する必要性及び子供たちに向けた高市内閣総理大臣が

考える高校教育の役割についてのメッセージ発信の要請 

（４） 経済成長の実現に向けた取組 

ア 短期的に効率化の指標を追い求める経営を是正し、企業の中長期的な資本政策を促す取組を進め

るべきとの意見に対する高市内閣総理大臣の見解 

イ 企業の国内回帰等を促すために投資額全額の即時償却制度を導入する抜本的な税制措置を講ずる

ことについての高市内閣総理大臣の見解 

ウ 企業における人への投資実績を投資家が比較可能な形で評価できるよう、人的資本に関する開示

の充実を含めて企業の情報開示の在り方を見直す必要性 

エ 国民の資産形成が自国の成長に資するよう、ＮＩＳＡの投資枠を拡充し、その金融資産を国内の

成長分野に還流させるために国内投資枠の設定や国内投資への優遇措置を検討すべきとの意見に対

する片山金融担当大臣の見解 

 

梅村聡君（維新） 

 

（１） 社会保障改革 

ア 後期高齢者医療制度における後期高齢者支援金を健康保険組合等が拠出する法的根拠 

イ 社会保障改革の財源として高齢者が中心となって負担する税としての相続税 

ａ 相続税の課税実績 

ｂ 高市内閣総理大臣が設置予定の社会保障に関する国民会議での議論に相続税を後期高齢者医療

制度に活用する等の医療制度の抜本的な構造改革が含まれることの有無 

（２） 大学病院機能の強化 

ア 公立大学病院に勤務する教授の給与実態例に対する高市内閣総理大臣の所感 

イ 大学病院における売上至上主義に対する松本文部科学大臣の見解 

ウ 大学病院が教育研究機関としての役割を果たせるよう国立大学等運営費交付金や研究費等の予算

を十分に確保すべきとの意見に対する高市内閣総理大臣の見解 

（３） 介護従事者の処遇改善 

   ア 本年６月６日の自由民主党、公明党及び日本維新の会による３党合意に基づき、全産業平均月額

給与と介護従事者の月額給与との差額を縮めるための取組を進める必要性 

   イ 提出予定の令和７年度補正予算における処遇改善は、全産業平均月額給与と介護従事者の月額給

与との差額を縮めるに当たり令和７年春闘の結果生じた差額分も加えたものとなる見込みの有無 

   ウ 本年末に予定される令和８年度介護報酬の臨時改定においては令和８年春闘で生じる同差額分を

加えたものとなる見込みの有無 

 

長友慎治君（国民） 

 

（１） 賃上げといわゆる年収の壁の引上げによる労働力の確保 

ア 令和６年 12 月 11 日に自由民主党、公明党、国民民主党で合意した所得税のいわゆる 103 万円の

壁の 178 万円への更なる引上げに向けたプロセス及び実現時期についての高市内閣総理大臣の見解 

イ 地方の人手不足を解消し暮らす人の手取りを増やすため、最低賃金の上昇と合わせていわゆる年

収の壁の 178 万円への引上げを高市内閣総理大臣が決断する必要性 

   ウ 石破前政権が掲げていた 2020 年代に最低賃金を 1,500 円に引き上げるとする目標を踏襲する意

向の有無 

   エ 賃上げすればするほどほどいわゆる年収の壁に近づいてくるといった課題を解決し、賃上げをし

て労働力を確保し強い経済の実現を目指すべきとの意見に対する高市内閣総理大臣の見解 

（２） 米政策 
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   ア 米の増産に舵を切るとした石破前政権の方針が高市政権の下で需要に応じた生産へと変えられた

ように猫の目のように農政の方針変更が繰り返される理由 

   イ 猫の目農政とよく呼ばれることに対する鈴木農林水産大臣の見解 

   ウ 米５キロ当たりの適正価格に対する鈴木農林水産大臣の見解 

   エ 石破前内閣総理大臣が示していた米５キロ当たり 3,000 円という価格の妥当性 

   オ いわゆる直接支払いの戸別所得補償を導入して農家の所得を守り、消費者の納得のいく米価を維

持していく方針を早期に示す必要性 

（３） 農業の担い手と農林水産省の体制 

   ア やる気のある若い新規就農者に対し条件のいい農地の貸出しが行われていることの当否に対する

鈴木農林水産大臣の見解 

   イ 農地バンクが条件の良い農地が借りられる仕組みとなっていることの当否に対する鈴木農林水産

大臣の見解 

   ウ 農林水産省職員が現地の実態を見る機会の頻度 

   エ 農は国の基であるとの考えの下、農林水産省の予算及び人員の確保に向けた鈴木農林水産大臣の

意気込み 

（４） 畳文化を守るための、国産い草及び畳の生産者支援、畳文化の継承、和の住まいの推進等各施策に

対する関係大臣の所見 

 

森ようすけ君（国民） 

 

（１） 企業・団体献金 

   ア 企業・団体献金の受け手規制を高市内閣総理大臣が是認する必要性 

   イ 企業・団体献金の廃止に向けて高市内閣総理大臣がリーダーシップを発揮する必要性 

   ウ 企業・団体献金規制の在り方に関して日本維新の会が考えを変更したことに対する自由民主党総

裁としての高市内閣総理大臣の見解 

（２） 教育及び子育て対策 

   ア 教育対策等の財源 

ａ 教育や子育てへの投資に係る具体的な新しい財源調達策 

ｂ 財源調達の手段に増税が含まれていることの当否 

   イ 少子化対策として 16 歳未満の子供を育てる者に対する年少扶養控除を復活させるべきとの意見

についての高市内閣総理大臣の見解 

ウ 全ての子供と子育て世帯を切れ目なく支援するとのこども未来戦略の基本理念に基づき、障害児

支援に係る諸手当や福祉サービスにおける所得制限の適用を撤廃する必要性 

 


